
https://s.srdb.jp/8931/
パソコン・スマートフォン等をご利用の方は、本招集ご通知
の主要コンテンツをこちらからもご覧いただけます。

証券コード8931

本総会にご出席されない株主様のために、当日の
模様を後日オンデマンド配信いたします。
※詳細は２頁をご参照ください。

開催情報

決議事項

第60回
定時株主総会
招集ご通知

日 時
2026年5月28日(木曜日)

午前10時00分
（受付開始 午前9時15分）

場 所
当社本店

WADAホール
神戸市中央区栄町通四丁目2番13号

第1号議案
剰余金の配当の件

第2号議案
取締役（監査等委員である取締役

を除く。）９名選任の件
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（証券コード 8931）
2026年５月13日

（電子提供措置の開始日 2026年５月1日）
株 主 各 位

神戸市中央区栄町通四丁目２番13号
和 田 興 産 株 式 会 社
代表取締役社長 溝 本 俊 哉

第60回定時株主総会招集ご通知
拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。
さて、当社第60回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し

あげます。
本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の下

記ウェブサイトに「第60回定時株主総会招集ご通知」として電子提供措置事項を掲
載しております。
・当社ウェブサイト
https://www.wadakohsan.co.jp/investors/information/meeting

また、上記のほか、インターネット上の下記ウェブサイトにも掲載しております。
・東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show
（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「和田興産」又は「コ

ード」に当社証券コード「8931」を入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類/ＰＲ情報」を順に選
択して、「縦覧書類」にある「株主総会招集通知/株主総会資料」欄よりご確認ください。）
・ネットで招集
https://s.srdb.jp/8931/

なお、当日のご出席に代えて、インターネット又は書面による議決権の事前行使
をすることができますので、お手数ながら電子提供措置事項に掲載の株主総会参考
書類をご検討のうえ、後述の案内に従って2026年５月27日（水曜日）午後５時30
分までに議決権を行使くださいますようお願い申しあげます。

敬 具
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記

１．日 時 2026年５月28日（木曜日）午前10時 （受付開始 午前9時15分）
２．場 所 神戸市中央区栄町通四丁目2番13号

当社本店 WADAホール
（末尾記載の株主総会「会場」ご案内図をご参照ください。）

３．目的事項
報 告 事 項 第60期（2025年３月１日から2026年２月28日まで）事業報告及び計算書

類の内容報告の件
決 議 事 項
第1号議案 剰余金の配当の件
第2号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）９名選任の件

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
◎ 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申し

あげます。
◎ 議決権行使書面において、議案に賛否の表示がない場合は、賛成の意思表示をされたものとして取り扱わせ

ていただきます。
◎ 電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内容を掲載させていただきま

す。
◎ ご送付している書面は、書面交付請求に基づく電子提供措置事項記載書面を兼ねております。なお、法令及

び当社定款に基づき、下記の事項を記載しておりません。したがって、当該書面は監査報告を作成するに際
し、監査等委員会及び会計監査人が監査をした書類の一部であります。
・事業報告の「会社の体制及び方針」
・計算書類の「株主資本等変動計算書」及び「個別注記表」

◎ 株主総会へご出席の株主の皆様へのお土産は廃止させていただいております。何卒ご理解いただきますよう
お願い申しあげます。

株主総会当日の模様の一部を当社ウェブサイトにおいて、準備が整い次第(2026年6月中旬頃)、
オンデマンド配信いたします。ご視聴を希望される株主様は下記URLよりアクセスをお願いします。

当社URL https://www.wadakohsan.co.jp/investors/information/meeting
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議決権行使についてのご案内
株主総会へのご出席

同封の議決権行使書用紙をご持参いただき、会場受付にご提出ください。ま
た、資源節約のため本株主総会招集ご通知をご持参くださいますようお願い申
しあげます。

開催日時 2026年５月28日（木曜日）午前10時（受付開始 午前９時15分）

書面によるご行使
同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示いただき、行使期限までに到着するよ
うご返送ください。

行使期限 2026年５月27日（水曜日）午後５時30分到着分まで

インターネットによるご行使 次頁をご参照ください

当社議決権行使サイト（https://evote.tr.mufg.jp/）にアクセスしていただ
き、行使期限までに賛否をご登録ください。
詳細は、次頁の「インターネットによる議決権行使のご案内」をご参照くださ
い。

行使期限 2026年５月27日（水曜日）午後５時30分送信分まで

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部
0120-173-027（受付時間：午前９時〜午後９時）

■ 書面と電磁的方法（インターネット）を重複して議決権を行使された場合は、電磁的方法（インターネット）
による議決権行使を有効なものといたします。

■ 電磁的方法（インターネット）で複数回議決権行使をされた場合は、最後の議決権行使を有効なものといたし
ます。

■ 代理人により議決権を行使される場合は、議決権を有する他の株主１名を代理人として株主総会にご出席いた
だけます。ただし、代理権を証明する書面のご提出が必要となりますのでご了承ください。
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インターネットによる議決権行使のご案内

議決権行使書用紙に記載のログインID、
仮パスワードを入力することなく、議決権
行使サイトにログインすることができます。

議決権行使サイト
https://evote.tr.mufg.jp/

議決権行使書用紙に記載のQRコードを
読み取ってください。

議決権行使サイトに
アクセスしてください。

以降は画面の案内に従って
賛否をご入力ください。

議決権行使書用紙に記載された「ログイ
ンID・仮パスワード」を入力しクリック
してください。

以降は画面の案内に
従って賛否をご入力
ください。

※操作画面はイメージです。

１ １

3

２

２

QRコードを読み取る方法 ログインID・仮パスワードを
入力する方法

スマートフォン機種
によりQRコードでの
ログインができない
場合があります。
QRコードでのログインが
できない場合には、右に記
載の「ログインID・仮パス
ワードを入力する方法」を
ご確認ください。

議決権行使書
〇〇〇〇株式会社 御中
株主総会日
〇年〇月〇日

議決権の数
〇〇〇〇個

〇〇〇〇株
〇〇〇〇個

ログインＩＤ
仮パスワード

1.
2.

3.
ログイン用
QRコード

株主総会日
〇年〇月〇日

議決権の数
〇〇〇〇個

第３号
第４号
第５号
第６号

賛
賛
賛
賛

否
否
否
否

1.
2.

3.

見本

見本

「ログインID・仮パスワード」を入力

「ログイン」をクリック
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POINT 3

POINT 2 Googleカレンダーに登録

地図・交通案内

開催場所の地図はGoogleマップと連携しています。
株主総会会場へのアクセスにも便利

開催日時はGoogleカレンダーと連携しています。
Googleカレンダーを利用している方は簡単にスケジ
ュール登録をすることができます。

簡単スケジュール登録

QRコードの読み取り、議決権行使ウェブサイトへ簡単アクセス！POINT 1

（「移動」を選択した場合、議決権行使ウェブサイトへアクセス可能です。）

こちらを押すと「読取」か「移動」ボタンが選択できます。
「読取」を選択すると自動でカメラが起動しますので、同封の議決
権行使書副票（右側）に記載された「ログイン用ＱＲコード」を読み
取りください。

「ログインＩＤ」及び「仮パスワード」が入力不要でログインいただけ
ます。

招集ご通知の掲載内容をコンパクトにまとめ、スムーズな画面
遷移を実現した「ネットで招集」。パソコン・スマートフォン・タブ
レット端末からいつでもどこからでもご覧いただけます。

「ネットで招集」へのアクセスは上記
のＱＲコードをご利用ください。

アクセスは
こちら！！▶
https://s.srdb.jp/8931/

招集ご通知をインターネットで簡単・便利に!!

「ネットで招集」のご案内

― 5 ―
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事 業 報 告
（2025

2026
年３月
年２月

１
28

日から
日まで）

１．会社の現況に関する事項
（1）事業の経過及びその成果

当事業年度におけるわが国経済は、設備投資の拡大や雇用・所得環境の改善により緩やか
な回復基調で推移しました。一方、地政学リスクの拡大などを背景とした資源価格の高騰や
物価の上昇は個人消費の回復を妨げる可能性があり、依然として先行き不透明な状況が継続
しております。
不動産業界におきましては、住宅ローン金利は上昇するも、政府による住宅取得支援策の

継続もあり、実需層からの需要は底堅さを保っております。一方、建築コストの高止まりに
よる販売価格への影響や政策金利の段階的な引き上げによる影響が引き続き懸念される状況
であります。
こうした事業環境のなか、当社は新たな用地取得や販売契約の獲得を目指し営業活動に取

り組んでまいりました。
その結果、当事業年度における売上高は42,144百万円（前期比105.0％）、営業利益は

4,988百万円（同94.4％）、経常利益は3,982百万円（同88.4％）、当期純利益は2,623百万
円（同84.0％）となりました。
セグメント別の業績は、次のとおりであります。

（分譲マンション販売）
主力の分譲マンション販売におきましては、開発基盤となる用地価格や建築コストが上昇

しているものの、住まいに利便性を求める傾向が強まっていることから、分譲マンション市
場は比較的堅調に推移しており、当社としましては、新規発売物件を中心に契約獲得に向け
た販売活動及び引渡計画の推進に注力してまいりました。
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その結果、当事業年度における発売戸数は、神戸・明石・阪神間を中心に、21棟840戸
（前期比114.0％）を発売するとともに、契約については、656戸（同102.7％）、40,210
百万円（同112.4％）を契約し、それにより期末時点の契約済未引渡戸数は733戸（同
106.7％）となり、当該残高を44,786百万円（同115.6％）としております。また、ワコ
ーレシティ西宮等15棟が当事業年度に竣工したことにより、引渡戸数については610戸
（同95.0％）となり、売上高は34,175百万円（同111.6％）、セグメント利益は4,386百万
円（同100.2％）となりました。

（戸建て住宅販売）
戸建て住宅販売におきましては、新規発売物件を中心に契約獲得に向けた販売活動に注力

してまいりましたが、やや軟調に推移しました。その結果、当事業年度における戸建て住宅
は38戸の引渡しにより、売上高は1,763百万円（前期比95.3％）、セグメント利益は65百
万円（同49.0％）となりました。

（その他不動産販売）
その他不動産販売におきましては、賃貸マンション16物件を販売し、売上高は2,680百

万円（前期比62.3％）、セグメント利益は518百万円（同56.9％）となりました。
（不動産賃貸収入）

不動産賃貸収入におきましては、当社が主力としております住居系は比較的安定した賃料
水準を維持しており、入居率向上に努めると同時に、最適な賃貸不動産のポートフォリオ構
築のため、新規物件の取得など賃貸収入の安定的な確保を目指してまいりました。
その結果、当事業年度の不動産賃貸収入は3,295百万円（前期比100.4％）、セグメント

利益は1,045百万円（同101.1％）となりました。
（その他）

当事業年度におけるその他の売上高は、売電収入、解約手付金収入、保険代理店手数料収
入及び仲介手数料等で229百万円（前期比278.3％）、セグメント利益は165百万円（同
236.8％）となりました。
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（2）設備投資の状況
事業用固定資産（賃貸用不動産）の購入1,957百万円、分譲マンションの販売拠点である

マンションギャラリーの建設238百万円、系統用蓄電所1,212百万円及び本社設備等の購入
も含め総額3,417百万円の設備投資を行いました。

（3）資金調達の状況
当事業年度における資金調達は、金融機関からの借入金等により事業用資金として

28,586百万円、運転資金として5,240百万円を調達しております。
具体的には分譲マンション及び戸建て住宅の開発用地の取得や建築代金支払いにかかる資

金をはじめとして、事業用固定資産（賃貸用不動産）の取得等に伴う資金を含めて、プロジ
ェクト単位で資金調達を行うことを基本としており、金融機関からの借入金を中心に、必要
資金を十分確保できております。
また、公募増資などの直接金融も含めた調達方法の多様化や金融機関の特性に応じた取引

の推進等にも取り組んでおり、大型プロジェクトに対応したコミット型シンジケートローン
の取り組みや、一棟売り小型賃貸住宅の開発資金向けコミットメントラインの設定、プロジ
ェクト展開地域を主要地盤とする金融機関の活用の他、運転資金の効率的な調整を行うため
の備えとしたコミットメントラインの組成など、資金調達の円滑化に向けた対応を進めてお
ります。

（4）対処すべき課題と今後の方針
足下の事業環境につきましては、雇用・所得環境の改善などで、緩やかな回復基調が継続

しておりますが、急激な物価上昇や金利政策など国内外の経済動向は引き続き注視すべき状
況であります。
さらに、中長期的には、少子・高齢化の進展に伴う需要の減退、巨額の財政赤字に伴う税

負担や社会保障への不安など、克服すべき課題が数多くあり、将来に向けた着実な施策の実
行が求められている状況となっております。
当社が属する不動産業界につきましては、これまで政府の住宅取得支援策の継続や住宅ロ

ーン金利の低位安定等を背景に、住宅需要は底堅く推移しており、当社につきましても、主
力の分譲マンション販売事業は、上記環境要因に加え、購入者ニーズに即した商品の提供に
より、概ね順調な販売を継続してまいりました。賃貸事業においても、住居系の賃貸物件を
中心に高稼働率の維持によって安定的な収益を確保しております。しかしながら、足元では
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建築コストの高止まりによる販売価格への影響や日銀の金融政策による金利動向等が懸念さ
れる状況にあり、販売面における変化も予想されるなど早急に対処すべき課題も有しており
ます。
このような環境のなか、当社としましては、長年に亘って築き上げてきた不動産業界のネ

ットワークを有効活用し、適正価格での用地仕入れを進めることで、一次取得者をはじめ、
多くのユーザーの方々に受け入れていただける価格帯での物件提供を徹底していくととも
に、地元を中心とした設計事務所・建築会社と緊密な関係を保つことで、コストの適正化と
品質の向上の両立にも努めてまいりたいと考えております。さらに、品質面の向上は当然の
こと、環境面や利便性、安全性にも配慮した付加価値の高い住宅開発も進めていきたいと考
えております。
また、優良な住宅地である神戸市・明石市・阪神間を主たる事業エリアとして、良質な”

住まい” の提供を通じた『街づくり』を進めることを企業の使命とし、持続的な成長に向け
た戦略を着実に実行してまいります。
そのための取り組みといたしまして、主力の分譲マンション販売事業においては、神戸・

明石・阪神間を中心とした地域密着の有利性を活かしつつ、利便性に富んだ好立地による展
開を基本としながら、周辺地域への事業エリア拡大に努めてまいります。また、長年に亘り
安心・安全にお住まいいただけるよう「品質の強化」「サービスの向上」に努めるとともに、
多様化する顧客のライフスタイルに沿った多彩なプランの提供を進め、事業環境が大きく変
化するなかにあっても、近畿圏において確固たる地位を築いてまいります。
次に、住まいへのニーズに対する幅広い対応や、これまで培った用地仕入れのネットワー

ク等の活用の観点から、出口戦略の多様化といたしまして、小型収益物件や高齢者向け住宅
施設の開発や販売にも積極的に取り組んでまいります。
戸建て事業におきましては、マンション事業に比べ、用地取得から引渡しまでの事業期間

が短縮されることから、より一層用地仕入れに注力することで、年間供給戸数の安定的な確
保を目指してまいります。
賃貸事業におきましては、当社全体の収益の安定性に寄与するため、営業力の強化や物件

管理を適切に進めることで、稼働率の維持に努めつつ、機動的な物件の入れ替えも進めるこ
とにより、賃貸資産全般のパフォーマンス向上に努めてまいります。
また、新規事業として系統用蓄電所の開発やノンアセットビジネスへの取り組みとして当

社物件購入者を対象としたリフォーム・転売仲介など事業領域の拡大も図り、さらなる収益
機会の創造に向けた取り組みを進めてまいります。
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さらに、当社は中期経営計画（2027年２月期〜2029年２月期）のテーマを「経営基盤
の強靭化」と定めております。多様な人材が活躍・挑戦できる環境を整備することで組織体
制の強化を図るとともに、コーポレートガバナンス・コードに則して、株主の権利・平等性
の確保、株主以外のステークホルダーとの適切な協働、適切な情報開示と透明性の確保、取
締役会の実効性向上等を通じて、ガバナンスやリスクマネジメントにおける体制も強化して
まいります。
財務面におきましては金融機関との良好な関係構築を基本とし、資金調達の安定化を図る

観点から調達パイプの拡大に努めるとともに、調達手段の多様化にも取り組んでおります。
また、財務体質の健全化と併せて調達コストの低減も目指してまいります。
以上のような戦略を推進していくことにより、持続的な成長と利益の増大を図りつつ、地

域に根ざした不動産業として当地のリーディング・カンパニーを目指して鋭意努力を重ね、
全てのステークホルダーの期待に応えるべく、邁進していく所存であります。

（5）財産及び損益の状況

区 分 第57期
2023年２月

第58期
2024年２月

第59期
2025年２月

第60期
2026年２月

売 上 高 （千円） 42,712,180 38,825,853 40,130,553 42,144,739
経 常 利 益 （千円） 3,607,601 3,820,345 4,502,708 3,982,004
当 期 純 利 益 （千円） 2,382,169 2,638,765 3,122,220 2,623,485
１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 （円） 214.61 237.73 284.51 239.44
総 資 産 額 （千円） 86,144,302 101,228,609 110,655,487 113,076,525
純 資 産 額 （千円） 28,579,516 30,658,726 32,929,470 34,721,356
１ 株 当 た り 純 資 産 額 （円） 2,574.79 2,762.11 3,005.80 3,168.72

（注）１．１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数（自己株式控除後）により算出しております。
２．１株当たり純資産額は、期末発行済株式総数（自己株式控除後）により算出しております。
３．「役員向け株式交付信託」の信託財産として株式会社日本カストディ銀行（信託口）が保有する当社

株式を、１株当たり当期純利益金額の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に
含めております。控除した当該自己株式の期中平均株式数は66,339株です。
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（6）重要な親会社及び子会社の状況
該当事項はありません。

（7）主要な事業内容（2026年２月28日現在）
① 不動産販売事業

分譲マンション、戸建て住宅並びに宅地等の開発及び販売
② 賃貸その他事業

マンション、店舗並びに駐車場等の賃貸及び管理

（8）主要な営業所（2026年２月28日現在）
本 社：兵庫県神戸市中央区栄町通四丁目２番13号
大阪営業所：大阪府大阪市北区梅田一丁目11番４-1800 大阪駅前第４ビル18階

（9）従業員の状況（2026年２月28日現在）
当事業年度末従業員数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

112名 −名 40.6歳 12年３ヶ月

（注）出向受入社員、契約社員、派遣社員（計13名）は含んでおりません。
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（10）主要な借入先及び借入額（2026年２月28日現在）
借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 9,010,410千円
株 式 会 社 関 西 み ら い 銀 行 7,001,768千円
株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 4,166,796千円
神 戸 信 用 金 庫 3,789,050千円
株 式 会 社 み な と 銀 行 3,168,201千円
株 式 会 社 三 菱 UFJ 銀 行 3,099,724千円
兵 庫 信 用 金 庫 3,065,140千円
株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 2,778,158千円
日 新 信 用 金 庫 2,730,740千円
株 式 会 社 紀 陽 銀 行 2,493,835千円

（注）当社は賃貸不動産用資金及び分譲ＰＪ用資金として株式会社三井住友銀行をアレンジャーとするシンジ
ケートローン契約（契約総額13,257,000千円）を締結しており、当事業年度末の借入残高は
11,156,596千円であります。

（11）その他会社の現況に関する重要な事項
該当事項はありません。
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２．会社の株式に関する事項
（1）発行可能株式総数 34,400,000株

（2）発行済株式の総数 11,100,000株
（自己株式75,580株を含む）

（3）株主数 8,186名

（4）大株主
株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株式会社四三二 2,500,000株 22.68％
和田 憲昌 1,488,000株 13.50％
和田 剛直 1,054,000株 9.56％
大阪中小企業投資育成株式会社 560,600株 5.09％
株式会社日本カストディ銀行（信託口） 271,900株 2.47％
柏木 修 200,000株 1.81％
株式会社建隆インベストメント 184,100株 1.67％
合資会社水谷商店 169,600株 1.54％
河野 貴輝 125,000株 1.13％
ワコーレ社員持株会 119,288株 1.08％

（注）当社が保有している自己株式が75,580株あります。なお、自己株式には「役員向け株式交付信託」の信
託財産として株式会社日本カストディ銀行（信託口）が保有する当社株式66,900株を含めておりませ
ん。持株比率は自己株式(75,580株)を控除して計算しております。

（５）当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に対し交付した株式の状況
当事業年度中に交付した株式報酬の内容は下記のとおりです。

役員区分 株式数（株） 交付対象者数（名）

取締役（監査等委員及び社外取
締役を除く） 1,000 1
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３．会社の新株予約権等に関する事項
該当事項はありません。

４．会社役員に関する事項
（1）取締役の氏名等（2026年２月28日現在）

会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況
代 表 取 締 役 会 長 和 田 剛 直 株式会社四三二 代表取締役社長
代 表 取 締 役 社 長 溝 本 俊 哉 CS事業部統括責任者

専 務 取 締 役 濱 本 聡 分譲マンション事業第一部 第二部 戸建事業部 販売戦略
部 建築部 ソリューション事業室統括責任者

取 締 役 黒 川 宏 行 経営企画部統括責任者
取 締 役 大 槻 康 成 不動産事業部統括責任者

取 締 役 早 野 勝 久 分譲マンション事業第一部、第二部 戸建事業部 ソリュー
ション事業室副担当

取 締 役 齋 藤 富 雄 関西国際大学名誉教授

取 締 役 谷 口 時 寛
社会福祉法人イエス団監事
社会福祉法人神港園評議員
生活協同組合コープこうべ理事

取 締 役 大 髙 裕 司
取締役（常勤監査等委員） 三 木 伸 司

取締役（監査等委員） 角 南 忠 昭

角南商事株式会社取締役会長
スナミビジネスマシン株式会社代表取締役社長
神戸商工会議所 常議員
一般財団法人兵庫県肢体不自由児者協会 副会長
一般社団法人神戸日華実業協会 会長

取締役（監査等委員） 薗 田 統
薗田公認会計士事務所代表（公認会計士）
ジャパンフォース株式会社代表取締役社長
応研株式会社監査役

取締役（監査等委員） 中 務 尚 子 弁護士法人中央総合法律事務所
株式会社山善社外取締役監査等委員

（注）１．齋藤富雄、谷口時寛、大髙裕司、角南忠昭、薗田統、中務尚子は社外取締役であります。
２．当社は、齋藤富雄、谷口時寛、大髙裕司、角南忠昭、薗田統及び中務尚子を東京証券取引所の定め

に基づく独立役員として届け出ております。
３．当社では、経営効率の向上並びに業務執行機能の強化を図るため、執行役員制度を導入しておりま

す。執行役員は3名であり、事業管理部長 林竹夫、販売戦略部長 貞方一男、経営企画部長 川井靖
雄であります。

４．監査等委員会の体制は、次のとおりであります。
委員長 三木伸司 委員 角南忠昭 委員 薗田統 委員 中務尚子
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５．当社は、常勤の監査等委員を１名選定しております。その理由は、取締役会以外の重要な会議への
出席や内部監査部門等との連携、執行部門からの定期的な報告の受領等を行い、これらの情報を監
査等委員全員で共有することを通じて、監査等委員会による監査・監督の実効性を高めるためであ
ります。

６．各取締役の重要な兼職先と当社との間には特別の関係はありません。

（2）非業務執行取締役との責任限定契約の内容の概要
当社は、2015年５月27日開催の第49回定時株主総会で定款を変更し、取締役（業務執

行取締役又は支配人その他の使用人を兼務する者を除く。）の責任限定契約に関する規定を
設けております。当該定款に基づき、当社が非業務執行取締役と締結する責任限定契約の概
要は次のとおりであります。
非業務執行取締役は、会社法第423条第１項の責任について、その職務をなすにつき善意

でかつ重大な過失がないときは、下記(a)及び(b)の金額の合計金額を限度として、損害賠償
責任を負担するものとする。
(a) その在職中に当社から職務執行の対価として受け、又は受けるべき財産上の利益の１年

間当たりの額に相当する額として、会社法施行規則第113条で定める方法により算定さ
れる額に２を乗じて得た額。

(b) 当社の新株予約権を引き受けた場合（会社法第238条第３項各号に掲げる場合に限る。）
における当該新株予約権に関する財産上の利益に相当する額として、会社法施行規則第
114条に定める方法により算定される額。

（3）役員等賠償責任保険契約の内容の概要
① 被保険者の範囲

当社の全ての取締役
② 保険契約の内容の概要

被保険者が①の会社の役員としての業務につき行った行為（不作為を含む）に起因して
損害賠償請求がなされたことにより、被保険者が被る損害賠償金や訴訟費用等を保証する
ものです。なお保険料は全額会社が負担しております。
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（4）取締役の報酬等
① 取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項
当社は、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針を2024年10月11日に取締役会決
議により定めており、その概要は次のとおりであります。
・基本方針
１．企業理念「共生」を実践する、優秀な人材を取締役として登用できる報酬とします。
２．持続的な企業価値の向上を動機づける報酬体系とします。
３．株主をはじめステークホルダーに対して説明責任を果たせる「透明性」「公正性」「合

理性」の高い報酬体系とします。
上記の基本方針に即し、取締役（社外取締役及び監査等委員である取締役を除く）の報酬

は、金銭報酬である固定報酬と業績連動報酬（役員賞与）、非金銭報酬である株式報酬で構
成するものとします。
また社外取締役及び監査等委員である取締役の報酬については、業務執行から独立した立

場であるため、固定報酬のみとします。
ア 個人別の金銭報酬の額又はその算定方法の決定に関する方針

取締役（社外取締役及び監査等委員である取締役を除く）の固定報酬は、同業他社の
水準を踏まえ、役位・各期の業績等を勘案し、規定に基づき協議決定します。
社外取締役及び監査等委員である取締役の固定報酬は、その責務に応じて決定しま

す。
イ 業績連動報酬等に係る業績指標の内容及びその額又はその算定方法の決定に関する方
針
業績連動報酬（役員賞与）は、利益水準を基本にした業績指標に基づき、役位に応じ

て設定される基準額に業績指標の達成度に応じた支給率（変動幅0〜200％）を乗じた
額とします。

ウ 非金銭報酬等の内容及び額もしくは数又はその算定方法の決定に関する方針
非金銭報酬である株式報酬は1株1ポイントとし、役位に応じて毎期一定の数を付与、

退任時に累積ポイント分の株式の交付を行います。
エ 取締役の個人別の報酬等の額に対する種類ごとの割合の決定に関する方針

取締役（社外取締役及び監査等委員である取締役を除く）の種類ごとの報酬割合は、
業績指標100％達成時に、役位に応じて概ね、固定報酬65〜70％、業績連動報酬18〜
20％、株式報酬12〜15％とします。
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オ 取締役に対し報酬等を与える時期又は条件の決定に関する方針
固定報酬については毎月一定日に、業績連動報酬（役員賞与）については6月と12月

の年2回の支給とし、非金銭報酬の株式報酬については退任時に支給します。
カ 取締役の個人別の報酬等の決定方法

取締役（監査等委員である取締役を除く）の報酬額の決定にあたっては、株主総会で
決定された報酬総額の限度内で、同業他社水準や従業員の給与水準を考慮のうえ、規定
に基づき、担当取締役が原案を作成し、代表取締役社長の確認後、報酬委員会における
審議及び監査等委員会の意見形成を経て、取締役会で決定します。なお、監査等委員で
ある取締役の報酬は、株主総会で決定された報酬総額の限度内で、報酬委員会における
審議を経て、監査等委員の協議によって決定します。

② 取締役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
取締役の金銭報酬については、2019年５月29日開催の第53回定時株主総会において

監査等委員を除く取締役の報酬限度額総額を年額400,000千円以内（うち社外取締役分
年額50百万円以内）、監査等委員である取締役の報酬限度額総額を年額70,000千円以内
と決議されております。当該定時株主総会終結時点の監査等委員を除く取締役の員数は８
名（うち社外取締役１名）、監査等委員である取締役４名（うち社外取締役３名）であり
ます。
また取締役の株式報酬については、2024年５月29日開催の第58回定時株主総会にお

いて監査等委員である取締役及び社外取締役を除く取締役に付与される１事業年度当たり
のポイント総数の上限を53,000ポイントと決議されております。当該定時株主総会終結
時点の監査等委員である取締役及び社外取締役を除く取締役は６名であります。

③ 個人別の報酬等の内容が決定方針に沿うものであると取締役会が判断した理由
取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、報酬等の決定方針及

び決定された報酬等の内容が当該決定方針と整合していることを確認しており、当該決定
方針に沿うものであると判断しております。
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④ 役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等
の総額
(千円)

報酬等の種類別の総額(千円) 対象となる
役員の員数

(名)固定報酬 業績連動
報酬等 株式報酬

取締役
(監査等委員及び
社外取締役を除く)

215,865 136,110 52,805 26,950 7

取締役
（監査等委員）
（社外取締役を除く）

19,320 19,320 − − 1

社外取締役
（監査等委員を除く） 23,400 23,400 − − 3
社外取締役
（監査等委員） 23,400 23,400 − − 3

（注）業績連動報酬等は、経営戦略との連動制、インセンティブとしての機能発揮を図るべく当期純利益
を指標とし、その実績額に応じて６月・12月の年２回役員賞与として支給するものであります。
なお、当事業年度における当期純利益は2,623,485千円です。また、当事業年度に係る役員賞与
引当金繰入額11,965千円（監査等委員ではない取締役6名に対し11,965千円）が含まれておりま
す。
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（5）社外役員に関する事項
当事業年度における主な活動状況等

区 分 氏 名 主 な 活 動 状 況

取 締 役 齋 藤 富 雄
当事業年度開催の取締役会（全14回）の全てに出席し、地
方公共団体での豊富な経験を背景とした深い見識に基づき、
社外取締役として議案・審議等について必要な発言を適宜行
っております。

取 締 役 谷 口 時 寛
当事業年度開催の取締役会（全14回）の全てに出席し、地
方公共団体での豊富な経験を背景とした深い見識に基づき、
社外取締役として議案・審議等について必要な発言を適宜行
っております。

取 締 役 大 髙 裕 司
当事業年度開催の取締役会（全14回）の全てに出席し、金
融機関でのマネジメント経験や不動産会社での経営経験を背
景とした深い見識に基づき、社外取締役として議案・審議等
について必要な発言を適宜行っております。

取 締 役
（監査等委員） 角 南 忠 昭

当事業年度開催の取締役会（全14回）、監査等委員会（全15
回）の全てに出席し、長年の会社経営によって培った経験を
もとに当社の事業活動や経営健全性についての発言を行って
おります。

取 締 役
（監査等委員） 薗 田 統

当事業年度開催の取締役会（全14回）、監査等委員会（全15
回）の全てに出席し、主に公認会計士・税理士としての専門
的見地から、当社の会計及び財務の問題点についての発言を
行っております。

取 締 役
（監査等委員） 中 務 尚 子

当事業年度開催の取締役会（全14回）、監査等委員会（全15
回）の全てに出席し、主に弁護士としての専門的見地から、
当社の法律的な問題点についての発言を行っております。

５．会計監査人の状況
（1）会計監査人の名称 有限責任 あずさ監査法人

（2）会計監査人との責任限定契約に関する事項
（責任限定契約の内容の概要）

当社は、2006年５月26日開催の第40回定時株主総会で定款を変更し、会計監査人の
責任限定契約に関する規定を設けております。
当該定款に基づき、当社が会計監査人有限責任 あずさ監査法人と締結した責任限定契

約の概要は、次のとおりであります。
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会計監査人有限責任 あずさ監査法人は、本契約締結後、会社法第423条第１項の責任
について、その職務を行うにつき悪意又は重大な過失があった場合を除き、監査報酬その
他の職務執行の対価として受けるべき財産上の利益の額の事業年度ごとの合計額のうち最
も高い額に２を乗じて得た額をもって損害賠償責任の限度とする。

（3）当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
区 分 支 払 額

公認会計士法第２条第１項の業務に係る報酬等の額 33,500千円
当社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 33,500千円

（注）１．監査等委員会は、前事業年度の監査実績の分析・評価、監査計画、会計監査人の職務遂行状況、報
酬の見積りの相当性などを検討した結果、会計監査人の報酬等につき同意しております。

２．公認会計士法第２条第１項の業務については、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査
の監査報酬額を区分しておらず、実質的にも区分できないため、これらの合計額を記載しておりま
す。

（4）会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
当社では、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる

場合には、監査等委員会が会計監査人を解任いたします。この場合、監査等委員会が選定し
た監査等委員は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨
と解任の理由を報告いたします。
また、監査等委員会は、会計監査人の職務遂行状況等から監査の適正性が確保できないと

認めたときは、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決議
いたします。

６．会社の体制及び方針
（1）職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制及びその他業務の適正を
確保するための体制
当社は、2006年５月16日開催の取締役会におきまして、業務の適正を確保するための内

部統制システム構築の基本方針に関し決議をしており、2025年８月８日開催の取締役会に
おきまして一部改定いたしました。その概要は次のとおりであります。
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（内部統制システム構築の基本方針）
① 取締役、使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

当社は「コンプライアンス規程」を制定し「当社の役職員は、当社の社会的責任と公的
使命の重みを認識し法令やルールを厳格に遵守するとともに、企業倫理を重視した行動を
通じて、経営理念である地域とともに発展する会社をめざす」といった基本方針の徹底に
努めるとともに、具体的な行動の指針として「倫理行動規範」「コンプライアンスガイド」
のほか、各種規程、マニュアル等を制定・整備する。また、内部統制委員会をコンプライ
アンスの統括部署として定め、当社における法令遵守体制を総合管理するとともに、各部
の法令遵守状況を検証し、必要に応じて改善を要請する。さらに各部に「コンプライアン
スオフィサー」を配置し、法令等の遵守状況の評価、モニタリング、研修活動等、日常的
なコンプライアンス活動を行う。
内部統制委員会事務局は、内部統制委員会における協議結果等を踏まえ、定期的または

必要に応じて取締役会等にコンプライアンスの状況等について報告を行う。
② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役会等、社内の重要な会議については「会議規程」に則して議事録を作成・保管す
るとともに、「文書管理規程」に従い、取締役の職務執行に係る情報を文書または電磁的
媒体に記録、保存する。
また、取締役及び監査等委員である取締役は、「文書管理規程」等に基づき、常時これ

らの文書等を閲覧することができるものとする。
③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

取締役会において「リスク管理規程」を制定し、当社を取り巻くリスクカテゴリー毎の
所管部署を定めるとともに、組織横断的にリスクを管理するため、「内部統制委員会」に
おいて適時・適切に協議を行う。
所管部署においては、所管するリスクを適切に管理するための規程・マニュアル等を制

定するとともに把握したリスクについて、適時適切に取締役会等への報告を行う。
「内部統制委員会」は所管部署において把握されたリスクを網羅的、統合的に管理す

る。
監査等委員及び内部監査室は各部署のリスク管理状況を監査し、その結果を取締役会等

へ報告を行う。
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④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
取締役会は取締役の職務の執行が効率的に行われるよう、「組織規程」「職制規程」「職

務権限規程」を制定する。また、経営の意思決定のための重要な事項を審議し、経営活動
全般を総合的に把握することによる経営効率の向上に資することを目的に「常務会」を、
役員の指名・報酬に関する手続きの公正性・透明性・客観性を強化することを目的に過半
数が社外取締役で構成される「指名委員会」「報酬委員会」を設置する。
また、中期経営計画を策定し、それに基づく事業部門毎の予算の設定とシステムを活用

した月次管理を行い、その結果を取締役会等へ報告のうえ、業績のレビューと対応策等に
ついて決定する。

⑤ 当社並びにその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
現在当社は、対象となるべき子会社はないが、将来において子会社等を設立した場合に

は、業務の適正を確保する体制の整備を行うこととする。
⑥ 監査等委員会が職務を補助すべき取締役及び使用人に関する体制並びに当該取締役及び
使用人の他の取締役（監査等委員である取締役を除く）からの独立性に関する事項
当社は、監査等委員会がその職責の範囲内において指揮命令権を有する直轄組織として

内部監査室を設け、その人員を補助すべき使用人として指名し、取締役（監査等委員であ
る取締役を除く）からの指揮命令は受けないこととする。
また補助すべき取締役は置かないものとする。

⑦ 取締役及び使用人が監査等委員会に報告するための体制、その他報告をしたことを理由
として不利な扱いを受けないことを確保するための体制
取締役または使用人は、監査等委員会に対して、法定の事項に加え、当社の経営に対し

て重要な影響を及ぼすおそれのある事項や不正行為並びにコンプライアンスに違反する事
項を発見、認識した場合には、速やかに報告を行う体制を整備する。
報告の具体的な方法については、取締役と監査等委員会との協議により決定する。
また、「内部通報規程」の主旨に沿い、報告者に対する不利益な扱いは禁止する。

⑧ その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
監査等委員である取締役は重要な意思決定のプロセスや業務の執行状況を把握するた

め、取締役会をはじめとする重要な会議に出席するとともに、稟議書等の業務執行に係る
重要な文書を閲覧し、必要に応じて取締役及び使用人に説明を求めることができる。
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さらに監査等委員会と代表取締役社長との間で定期的な意見交換会を設定する。
また、監査等委員である取締役がその職務の遂行にあたって費用の支払（仮払含む）等

を請求した場合、明らかに監査等委員である取締役の職務と関係しないと認められる場合
を除き、速やかに応じるものとする。

（内部統制システムの運用状況の概要）
上記に掲げた内部統制システムの施策及び規定に従って、原則月一回代表取締役社長を

委員長とする内部統制委員会を開催し、具体的な取り組みを行うとともに内部統制システ
ムの運用状況に重要な不備がないかモニタリングを常時行っております。併せて情報セキ
ュリティ、インサイダー取引防止等内部統制に関する社員研修を適宜実施しております。

（2）反社会的勢力排除に向けた基本方針
当社は、2008年３月21日開催の取締役会におきまして、反社会的勢力との取引等を未然

に防止するためのルール整備の一環として「取引先管理規程」を制定したことに伴い、反社
会的勢力排除に向けた基本的な考え方を制定し、社内ルールを整備いたしました。その概要
は次のとおりであります。
（反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方）
① 企業の社会的責任やコンプライアンス重視の経営といった観点から、反社会的勢力とは

一切取引を行わない。
② 反社会的勢力へは組織レベルで対応することとし、全社を挙げて体制整備に努める。
③ 反社会的勢力からの不当要求に対しては断固としてこれを拒み、必要に応じて弁護士を

はじめとした外部の専門家への相談等を行う。
④ 役職員に対して各種の会議等において反社会的勢力とは取引を行わないよう注意を促

し、役職員の意識の徹底を図る。
（反社会的勢力排除に向けた整備の状況）
① 反社会的勢力との取引等を未然に防止するためのルール整備の一環として「取引先管理

規程」を制定しております。
② 反社会的勢力でない旨の確認・記録のため、「反社会的勢力チェック表」を制定し、新

規取引等に係る稟議書に添付しております。
③ 新規取引等において、過去の新聞等の記事検索等を行うことで、取引先が反社会的勢力

でないことの確認を行っております。
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（3）剰余金の配当等の決定に関する方針
① 当社は、株主への利益還元を第一と考え、継続的かつ安定的な配当を機動的に遂行する

ことを目的に、中間配当につきましては毎年８月31日を基準日として、取締役会の決
議をもって株主又は登録株式質権者に対し、中間配当金として剰余金の配当を行うこと
ができる旨を定めております。なお、内部留保金の使途につきましては、今後の経営環
境の変化に対応すべく、財務体質の強化及び将来の事業展開に充当する予定であり、資
金の有効活用による企業価値向上を図っていく方針であります。

② 当社は、自己の株式の取得について、経済情勢の変化に対応して財務政策等の経営上の
施策を機動的に遂行することを可能とするため、会社法第165条第２項の規定に基づ
き、取締役会の決議をもって市場取引等によって自己の株式を取得することができる旨
を定めております。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
（注）本事業報告に記載の金額及び株式数については表示単位未満の端数を切り捨て、比率その他については四

捨五入して表示しております。また戸数の記載については共同事業（出資割合により計算）を含むため、
小数点以下を切り捨てて表示しております。
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貸 借 対 照 表
（2026年２月28日現在） （単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額
（資 産 の 部）

【流 動 資 産】
現 金 及 び 預 金
売 掛 金
リ ー ス 債 権
販 売 用 不 動 産
仕 掛 販 売 用 不 動 産
前 払 費 用
そ の 他
貸 倒 引 当 金

【固 定 資 産】
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
工 具、 器 具 及 び 備 品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
借 地 権
ソ フ ト ウ エ ア
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
出 資 金
長 期 貸 付 金
破 産 更 生 債 権 等
繰 延 税 金 資 産
差 入 保 証 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

【79,850,319】
12,615,383

106,477
745,858

11,100,266
54,791,085

91,955
406,620
△7,326

【33,226,206】
［30,990,729］
14,809,374

112,435
1,324,495
103,642

14,212,357
6,942

421,481
［611,874］
589,762
14,510
7,601

［1,623,601］
299,143
62,000
2,710

191,482
15,506

509,770
346,066
408,686

△211,764

（負 債 の 部）
【流 動 負 債】 【31,998,839】

買 掛 金 1,024,266
電 子 記 録 債 務 3,589,604
短 期 借 入 金 9,839,800
１年内償還予定の社債 56,000
１年内返済予定の長期借入金 10,416,828
未 払 金 290,698
設 備 関 係 未 払 金 413,331
未 払 費 用 63,735
未 払 法 人 税 等 587,762
未 払 消 費 税 等 131,509
前 受 金 4,954,918
預 り 金 59,324
リ ー ス 債 務 1,572
前 受 収 益 215,603
賞 与 引 当 金 169,322
役 員 賞 与 引 当 金 11,965
完 成 工 事 補 償 引 当 金 21,000
資 産 除 去 債 務 9,287
そ の 他 142,308

【固 定 負 債】 【46,356,330】
社 債 64,000
長 期 借 入 金 45,120,019
長 期 預 り 保 証 金 340,904
退 職 給 付 引 当 金 256,004
役 員 株 式 給 付 引 当 金 44,400
リ ー ス 債 務 6,195
資 産 除 去 債 務 402,014
そ の 他 122,791
負 債 合 計 78,355,169
（純 資 産 の 部）

【株 主 資 本】 【34,651,869】
資 本 金 ［1,403,091］
資 本 剰 余 金 ［1,450,771］
資 本 準 備 金 1,450,767
そ の 他 資 本 剰 余 金 4

利 益 剰 余 金 ［32,001,083］
利 益 準 備 金 20,100
そ の 他 利 益 剰 余 金 31,980,983
別 途 積 立 金 13,000,000
繰 越 利 益 剰 余 金 18,980,983

自 己 株 式 ［△203,076］
【評価・換算差額等】 【69,487】

その他有価証券評価差額金 ［62,762］
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 ［6,724］
純 資 産 合 計 34,721,356

資 産 合 計 113,076,525 負 債 ・ 純 資 産 合 計 113,076,525
（注）記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。

2026年04月23日 14時21分 $FOLDER; 26ページ （Tess 1.50(64) 20260319_01）



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告
書

株
主
総
会
参
考
書
類― 26 ―

損 益 計 算 書
（2025

2026
年３月
年２月

１
28

日から
日まで） （単位：千円）

科 目 金 額
売 上 高
不 動 産 売 上 高 38,619,726
不 動 産 賃 貸 収 入 等 3,525,013 42,144,739

売 上 原 価
不 動 産 売 上 原 価 30,553,191
不 動 産 賃 貸 原 価 2,028,079 32,581,270
売 上 総 利 益 9,563,468

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 4,575,170
営 業 利 益 4,988,298

営 業 外 収 益
受 取 利 息 42,736
受 取 配 当 金 3,953
出 資 金 運 用 益 6,739
受 取 手 数 料 6,618
保 険 解 約 返 戻 金 5,504
そ の 他 9,702 75,254

営 業 外 費 用
支 払 利 息 945,895
資 金 調 達 費 用 98,568
そ の 他 37,084 1,081,547
経 常 利 益 3,982,004

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 61,563 61,563

特 別 損 失
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 196,188 196,188

税 引 前 当 期 純 利 益 3,847,380
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,247,000
法 人 税 等 調 整 額 △23,105 1,223,894
当 期 純 利 益 2,623,485

（注）記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書
（2025

2026
年３月
年２月

１
28

日から
日まで） （単位：千円）

区 分

株 主 資 本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 その他資本
剰余金

資本剰余金
合計 利益準備金

その他利益剰余金 利益剰余金
合計別途積立金 繰越利益

剰余金
当 期 首 残 高 1,403,091 1,450,767 − 1,450,767 20,100 13,000,000 17,228,426 30,248,526

当 期 変 動 額
剰余金の配当 △870,929 △870,929

当期純利益 2,623,485 2,623,485

自己株式の取得
自己株式の処分 4 4

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 − − 4 4 − − 1,752,556 1,752,556

当 期 末 残 高 1,403,091 1,450,767 4 1,450,771 20,100 13,000,000 18,980,983 32,001,083

区 分
株 主 資 本 評 価 ・ 換 算 差 額 等

純資産合計
自己株式 株主資本合計 その他有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ

損益
評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 △206,258 32,896,127 29,692 3,651 33,343 32,929,470

当 期 変 動 額
剰余金の配当 △870,929 △870,929

当期純利益 2,623,485 2,623,485

自己株式の取得 − − −

自己株式の処分 3,181 3,185 3,185

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 33,070 3,072 36,143 36,143

当期変動額合計 3,181 1,755,742 33,070 3,072 36,143 1,791,885

当 期 末 残 高 △203,076 34,651,869 62,762 6,724 69,487 34,721,356

（注）記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。
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（個別注記表）
１．継続企業の前提に関する注記

該当事項はありません。

２．重要な会計方針に係る事項に関する注記
（1）資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券
その他有価証券
市場価格のない株式等以外のものについては、事業年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）によっております。
市場価格のない株式等については、移動平均法による原価法によっております。なお、投資有価証券

のうち、匿名組合出資金については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決算
書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。
子会社株式及び関連会社株式
移動平均法による原価法によっております。

② デリバティブ取引
時価法によっております。

③ 棚卸資産
個別法による原価法（収益性の低下による簿価切り下げの方法）によっております。

（2）固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。
ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）、2016年４月１日以降に取得した建

物附属設備及び構築物は定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は、次のとおりであります。
建物 ２年〜47年

② 無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における見込利用可能期間（５年）に基づく定額法を

採用しております。
③ リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
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（3）引当金の計上基準
① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の
債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金
従業員に対する賞与に備えるため、支給見込額のうち当事業年度に負担する金額を計上しております。

③ 役員賞与引当金
役員に対する賞与に備えるため、支給見込額のうち当事業年度に負担する金額を計上しております。

④ 完成工事補償引当金
分譲マンション引渡後の補償工事費用の支出に備えるため、過去の実績に基づく将来の補償工事見込額

を計上しております。
⑤ 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しておりま
す。退職給付引当金及び退職給付費用の計算には、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務
とする方法を用いた簡便法を適用しております。

⑥ 役員株式給付引当金
株式交付規程に基づき役員に対する自社の株式給付に備えるため、当事業年度末における株式給付債務

の見込額に基づき計上しております。

（4）収益及び費用の計上基準
当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充

足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。
① 不動産販売事業
不動産販売事業に係る収益は、分譲マンション、戸建住宅、収益物件、用地等の不動産販売であり、顧客

との販売契約に基づいて顧客へ引き渡す履行義務を負っております。当該履行義務は不動産を引き渡す一時
点において、顧客が当該不動産に対する支配を獲得して充足されると判断し、引き渡した時点で収益を認識
しております。
② 不動産賃貸事業
不動産賃貸事業に係る収益は、賃貸契約に基づく当社所有マンション、商業施設等の賃貸によるものであ

り、室料・共益料等は「リース取引に関する会計基準」に基づき収益を認識しております。

（5）その他計算書類作成のための基本となる事項
消費税等の会計処理
控除対象外消費税等については、当事業年度の費用として処理しております。ただし、資産に係る控除対

象外消費税等は、投資その他の資産の「その他」に計上し、５年間で均等償却を行っております。
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３．会計上の見積りに関する注記
（1）当事業年度の計算書類に計上した金額

販売用不動産 11,100,266千円

仕掛販売用不動産 54,791,085千円

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
①算出方法
当社は、棚卸資産の評価に関する会計基準に従い、販売用不動産について収益性の低下により正味売却価

額が帳簿価額を下回った場合、正味売却価額まで減額し当該減少額を評価損として計上しております。
②主要な仮定
正味売却価額の算出に用いた主要な仮定は販売見込額であります。仕掛販売用不動産は周辺取引事例を考

慮したプロジェクトの事業計画に基づく販売見込額、販売用不動産はこれに加えて直近の販売実績を考慮し
た個別物件ごとの販売見込額を用いております。それぞれ競合他社の参入状況や不動産市況を勘案し総合的
かつ慎重に決定しており、ここから想定販売経費を控除することで正味売却価額を算出しております。
③翌事業年度の計算書類に与える影響
当該主要な仮定である販売見込額について、計算書類作成時点における最善の見積りに基づき慎重に決定

しておりますが、不動産市況の変化による事業計画の変更などにより減少した場合、翌事業年度の損益に影
響を与える可能性があります。

4．貸借対照表に関する注記
（1）担保に供している資産及び担保に係る債務

① 担保に供している資産
普 通 預 金 1,332,725千円
定 期 預 金 1,296,734千円
販 売 用 不 動 産 8,304,602千円
仕 掛 販 売 用 不 動 産 40,690,303千円
建 物 12,603,062千円
土 地 11,313,699千円
合 計 75,541,128千円

（注）担保に供した定期預金のうち162,955千円は、宅地建物取引業法に定める手付金等の保全措置として西
日本住宅産業信用保証株式会社に対して保証基金に充てるため拠出しているものであります。
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② 担保に係る債務
短 期 借 入 金 7,378,800千円
１年内返済予定の長期借入金 10,222,828千円
長 期 借 入 金 43,051,019千円
合 計 60,652,648千円

（2）有形固定資産の減価償却累計額 10,653,161千円

（3）保証債務
分譲マンション購入者（4名）の銀行借入金7,031千円に対して保証を行っております。

５．損益計算書に関する注記
（1）売上原価に関する事項

不動産売上原価の金額には、棚卸資産評価損△27,639千円が含まれております。
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６．株主資本等変動計算書に関する注記
（1）発行済株式の種類及び総数

株式の種類 当事業年度期首
株式数(株)

当事業年度増加
株式数(株)

当事業年度減少
株式数(株)

当事業年度末
株式数(株)

普通株式 11,100,000 − − 11,100,000

（2）自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首
株式数(株)

当事業年度増加
株式数(株)

当事業年度減少
株式数(株)

当事業年度末
株式数(株)

普通株式 144,680 − 2,200 142,480
（注）１．当事業年度減少株式数は、株式会社日本カストディ銀行（信託口）による自己株式の処分によるも

のであります。
２．当事業年度末株式数には、「役員向け株式交付信託」の信託財産として株式会社日本カストディ銀

行（信託口）が保有する当社株式66,900株が含まれております。

（3）配当に関する事項
① 当事業年度中の配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の
総額(千円)

１株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日

2025年５月28日
開催の定時株主総会 普通株式 485,074 44.00 2025年

２月28日
2025年
５月29日

2025年10月３日
の取締役会 普通株式 385,854 35.00 2025年

８月31日
2025年
11月12日

② 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの
2026年５月28日開催予定の第60回定時株主総会において、次のとおり付議いたします。

決議予定 株式の種類 配当の原資 配当金の
総額(千円)

１株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日

2026年５月28日
開催予定の定時株主総会 普通株式 利益剰余金 407,903 37.00 2026年

２月28日
2026年
５月29日

（注）2026年５月28日開催予定定時株主総会の決議による配当金の総額には、「役員向け株式交付信託」の
信託財産として株式会社日本カストディ銀行（信託口）が保有する当社株式に対する配当金2,475千円
が含まれております。
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７．税効果会計に関する注記
（1）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
棚卸資産減価償却相当額 172,840千円
棚卸資産評価損失 161,015千円
資産除去債務 129,354千円
減損損失 95,569千円
退職給付引当金 80,402千円
減価償却超過額 52,950千円
賞与引当金 51,778千円
未払事業税 33,824千円
その他 196,528千円
繰延税金資産 小計 974,263千円
評価性引当額 △380,953千円
繰延税金資産 合計 593,310千円

繰延税金負債
資産除去債務に対応する除去費用 70,776千円
その他有価証券評価差額金 11,232千円
繰延ヘッジ損益 1,479千円
その他 51千円
繰延税金負債 合計 83,539千円

繰延税金資産の純額 509,770千円

（2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異発生の主な原因別内訳
法定実効税率 30.58％

（注）当事業年度は法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の
100分の5以下のため記載を省略しております。
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８．金融商品に関する注記
（金融商品の状況に関する事項）
（1）金融商品に対する取組方針

当社は、主に分譲マンション及び賃貸不動産等の不動産開発事業を行うため、必要な資金を銀行借入や社
債発行により調達しております。また、短期的な運転資金を銀行借入により調達しております。
資金運用については、短期的な預金等による安全性の高い金融資産での運用に限定しております。
デリバティブは、将来の金利変動によるリスク回避を目的としており、投機的な取引は行わない方針であ

ります。

（2）金融商品の内容及びそのリスク
売掛金は、主として賃貸不動産に係る賃貸収入の滞納額であり、主に個人顧客の信用リスクに晒されてお

ります。
また、リース債権は賃貸不動産に係るものであり、取引先の信用リスクに晒されております。
投資有価証券は、主に業務上の関係を有する金融機関の債券、企業の株式、匿名組合出資金であり、発行

体の信用リスク及び市場価格の変動リスクに晒されております。
営業債務である、買掛金及び電子記録債務は、１年以内に支払期日が到来するものであります。
借入金のうち、短期借入金は主に運転資金に係る資金調達であり、長期借入金は主に分譲マンション及び

賃貸不動産等の不動産開発事業に係る資金調達であります。変動金利による借入金については、金利の変動
リスクに晒されておりますが、そのうちの一部については、デリバティブ取引（金利スワップ取引）をヘッ
ジ手段として利用しております。
デリバティブ取引は、借入金利の将来の金利市場における利率上昇による変動リスクを回避することを目

的とした金利スワップ取引であります。
なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等について

は、次のとおりであります。
① ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。ただし、金利スワップの特例処理の要件を満たすものについては、
特例処理によっております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段・・・金利スワップ取引
ヘッジ対象・・・変動金利建て借入金

③ ヘッジ方針
当社の内規に基づき、借入金利息の金利変動リスクを回避する目的で、変動金利建ての借入金に対し

て、金利スワップ取引でキャッシュ・フローヘッジを行っております。
④ ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の間に高い相関関係があ
ることを定期的に確認し、ヘッジの有効性を評価しております。ただし、特例処理の要件を満たしている
金利スワップについては、有効性の評価を省略しております。
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（3）金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

売掛金のうち、不動産賃貸事業については、入居申し込みの際に当社の審査基準に照らし、厳正な審査
のもと、契約締結を行っております。また、滞納が生じた場合には、顧客ごとの期日管理及び残高管理を
行うとともに、当社の滞納回収マニュアルに基づいて早期に回収手続きを行っております。その他営業債
権については、取引開始時に事前審査で取引先の信用度を確認しており、信用リスクはほとんどないと認
識しております。
リース債権については、契約の際、事前調査で信用度の高い取引先に限定して契約締結しており、契約

不履行による信用リスクはほとんどないと認識しております。
デリバティブ取引については、カウンターパーティー・リスクを軽減するために、高格付を有する金融

機関に限定しております。
② 市場リスク（金利等の変動リスク）の管理

投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握することにより、
管理しております。
デリバティブ取引の執行・管理については、当社の内規に従って行っており、経営企画部財務経理課に

おいて定期的に変動状況を把握し、担当取締役へ報告しております。
金利スワップ取引以外の変動金利の借入金については、金融機関ごとの借入金利の一覧表を定期的に作

成し、借入金利の変動状況のモニタリングを行うとともに担当取締役への報告により管理しております。
③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いの実行ができないリスク）の管理

当社は、経営企画部財務経理課において、毎月の各部署からの報告に基づき、月次資金計画を作成・更
新し、一定水準の手元資金を維持すること等により、流動性リスクを管理しております。

（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が

含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用す
ることにより、当該価額が変動することもあります。
また、デリバティブ取引に関する契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リス

クを示すものではありません。
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（5）信用リスクの集中
当社の取引先は、主に個人顧客であるため、該当事項はありません。

（金融商品の時価等に関する事項）
2026年２月28日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

区分 貸借対照表計上額
（千円）

時価
（千円）

差額
（千円）

（1）投資有価証券
その他有価証券 103,674 103,674 −

資産 合計 103,674 103,674 −

（2）社債
（１年内償還予定分含む） 120,000 118,481 △1,518

（3) 長期借入金
（１年内返済予定分含む） 55,536,848 55,475,064 △61,783

負債 合計 55,656,848 55,593,546 △63,302
デリバティブ取引（※３) 9,812 9,812 −
（※）１．現金及び預金、買掛金、電子記録債務、短期借入金については、現金であること及び短期間で決済さ

れるため、時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。
２．市場価格のない金融商品等は、「(1)投資有価証券」には含めておりません。当該金融商品の貸借対照

表計上額は以下のとおりであります。

区分 貸借対照表計上額(千円)
非上場株式 76,000

匿名組合出資金 119,468
関係会社株式 62,000

合計 257,468
３. デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる

場合は、括弧で表示しております。
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（注１）金銭債権 （単位：千円）

区分 １年以内 １年超
５年以内

５年超
10年以内 10年超

現金及び預金 12,615,383 − − −
リース債権 26,991 129,503 223,742 365,620

合 計 12,642,374 129,503 223,742 365,620

（注２）社債、長期借入金及びその他の有利子負債の決算日後の返済予定額 （単位：千円）

区分 １年以内 １年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内 ５年超

短期借入金 9,839,800 − − − − −
社債 56,000 64,000 − − − −
長期借入金 10,416,828 23,364,844 11,102,192 1,653,277 557,066 8,442,639

合 計 20,312,628 23,428,844 11,102,192 1,653,277 557,066 8,442,639
（金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項）

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに
分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価

の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定

に係るインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ
属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。
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(1) 時価で貸借対照表に計上している金融商品
当事業年度（2026年2月28日）

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

その他有価証券

株式 103,674 − − 103,674

デリバティブ取引

金利関連 − 9,812 − 9,812
資産計 103,674 9,812 − 113,486

(2) 時価で貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品
当事業年度（2026年2月28日）

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

社債（１年内償還予定分含む） − 118,481 − 118,481

長期借入金（１年内返済予定分含む） − 55,475,064 − 55,475,064

負債計 − 55,593,546 − 55,593,546
時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
投資有価証券
上場株式は、相場価格を用いて評価しており、活発な市場で取引されていることからレベル１の時価に分類し
ております。
デリバティブ取引
金利スワップの時価は、金融機関から提示された価格等に基づき算定しており、レベル２の時価に分類してお
ります。
社債
社債の時価については、元利金の合計額を同様の新規発行を行った場合に想定される利率で割り引いて算定し
ており、レベル２の時価に分類しております。
長期借入金
長期借入金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場価格を反映しており、また、当社の信用状態は実行
後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額を時価と
しております。固定金利によるものは、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割
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り引いて算定する方法によっており、レベル２の時価に分類しております。

９．デリバティブ取引に関する注記
デリバティブ取引については、ヘッジ会計が適用されており、決算日における契約額又は契約において定め

られた元本相当額等は、次のとおりであります。

ヘッジ会計
の方法

デリバティブ
取引の種類等

主な
ヘッジ対象

契約額等
（千円）

契約額等
のうち
１年超
（千円）

時価
（千円）

原則的
処理方法

金利スワップ取引
支払固定・受取変動 長期借入金 623,136 588,528 9,812

10．賃貸等不動産に関する注記
当社では、主に兵庫県及びその他の地域において、賃貸住宅及び賃貸商業施設等を所有しております。当事

業年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は995,500千円（賃貸収入は売上高、賃貸費用は売上原
価）であります。
また、当該賃貸等不動産の貸借対照表計上額、当事業年度増減額及び当事業年度末の時価は、次のとおりで

あります。

貸借対照表計上額
当事業年度末の時価

（千円）当事業年度期首残高
（千円）

当事業年度増減額
（千円）

当事業年度末残高
（千円）

25,886,552 1,453,579 27,340,132 34,256,809

（注）１．貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した額であります。
２．当事業年度増減額のうち、主な増加額は賃貸不動産の購入等による増加額2,160,314千円であり、

主な減少額は減価償却費570,988千円であります。
３．当事業年度末の時価は、主要な物件については、社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価に基づ

く金額、その他の物件については、適切に市場価格を反映していると考えられる指標等を用いて自
社で算定した金額であります。
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11. 収益認識に関する注記
(１)顧客との契約から生じる収益を分解した情報

区分

報告セグメント
その他
（千円）
（注１）

合計
（千円）

分譲
マンション

販売
（千円）

戸建て住宅
販売

（千円）

その他
不動産販売
（千円）

不動産
賃貸収入
（千円）

計
（千円）

売上高
顧客との契
約から生じ
る収益

34,175,341 1,763,554 2,680,830 − 38,619,726 229,451 38,849,177

その他の収
益（注）２ − − − 3,295,562 3,295,562 − 3,295,562

外部顧客へ
の売上高 34,175,341 1,763,554 2,680,830 3,295,562 41,915,288 229,451 42,144,739

１．「その他」の区分には、報告セグメントには含まれない事業セグメントであり、売電収入、解約手付金
収入、保険代理店手数料収入及び仲介手数料等を含んでおります。

２．その他の収益には、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号）に基づく賃貸料収入等が含
まれております。

(２)顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
「２. 重要な会計方針に係る事項に関する注記 (4) 収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

(３)顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当事業
年度末において存在する顧客との契約から翌事業年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期
に関する情報

①契約負債の残高等
当事業年度

契約負債（期首残高） 7,402,540千円

契約負債（期末残高） 4,954,918千円
貸借対照表上、契約負債は、流動負債の「前受金」に計上しており、主に不動産販売事業における不動産販

売契約に基づいて、顧客から受け取った手付金等に関するものであります。当事業年度に認識した収益のう
ち、当事業年度期首に含まれていた金額は6,532,350千円であります。
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②残存履行義務に配分した取引価格
１年以内 28,959,951千円

１年超２年以内 19,048,762千円

２年超 1,261,043千円

12. 持分法損益等に関する注記
重要性が乏しいため、記載を省略しております。

13. 関連当事者との取引に関する注記
役員及び主要株主等

種類 会社等の名
称又は氏名 所在地

資本金
又は出資金
（千円）

事業の内容
又は職業

議決権等の
被所有
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引金額
(千円) 科目 期末

残高
主要
株主
及び
近親者

和田憲昌 − − 当社名誉相談役 13.50 −
業務
委託
契約

18,000 − −

（注）１. 取引金額には消費税等は含まれておりません。
２. 取引条件及び取引条件の決定方針等

業務委託契約については、個人の能力を元に個別に契約締結しております。

14. １株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 3,168円72銭
１株当たり当期純利益 239円44銭
（注）１．１株当たり情報の数値については、表示単位未満の端数を四捨五入して表示しております。な

お、１株当たり当期純利益の算定上の基礎は次のとおりであります。
普通株式に係る当期純利益 2,623,485千円
普通株式の期中平均株式数 10,956,700株

２．「役員向け株式交付信託」の信託財産として株式会社日本カストディ銀行（信託口）が保有する
当社株式を、１株当たり当期純利益金額の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己
株式に含めております。控除した当該自己株式の期中平均株式数は66,339株です。

15. 重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書
2026年４月17日

和田興産株式会社
取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人
神戸事務所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 松 井 理 晃
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 武 士 雄 太

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、和田興産株式会社の2025年３月１日から

2026年２月28日までの第60期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動
計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。
監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査
法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規
定を含む。）に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしてい
る当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し

開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用にお
ける取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人は

その他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その

他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討
すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を
払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その

事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作

成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
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計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切で
あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に
関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに

ある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に
対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集
計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判
断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業

的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し
た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統
制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査
証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が
認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告
書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記
事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人
の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継
続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書
類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部

統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について
報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ

と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応
策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合
はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査等委員会の監査報告書

監 査 報 告 書
当監査等委員会は、2025年3月1日から2026年2月28日までの第60期事業年度における

取締役の職務の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告
いたします。

１．監査の方法及びその内容
監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する

取締役会決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）
について取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受
け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施しま
した。
① 監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連
携の上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項
の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要
な事業所において業務及び財産の状況を調査しました。

② 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び
検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に
応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われること
を確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関す
る品質管理基準」（企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要
に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借
対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書について
検討いたしました。
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２．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示して
いるものと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事
実は認められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、
当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行について
も、指摘すべき事項は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2026年４月24日
和田興産株式会社 監査等委員会
常勤監査等委員三木 伸司 ㊞
監 査 等 委 員角 南 忠 昭 ㊞
監 査 等 委 員薗 田 統 ㊞
監 査 等 委 員中務 尚子 ㊞

（注）監査等委員 角南忠昭、薗田統及び中務尚子は、会社法第2条第15号及び第331条第6項に規定する社
外取締役であります。

以 上
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株主総会参考書類
議案及び参考事項
第１号議案 剰余金の配当の件
当社は、株主の皆様への利益還元を経営上の最重要課題のひとつとして位置づけており、安

定的な配当の維持、継続を基本方針としております。
当期の期末配当につきましては、業績に応じた利益還元に努めるとともに、経営体質の一層

の強化と今後の事業展開等を勘案し、次のとおり１株につき37円とさせていただきたいと存
じます。
なお、これにより、中間配当額１株につき35円と合わせて、当期の年間配当額は、前期に

比べ１株につき２円増配の72円となります。

期末配当に関する事項
（1）配当財産の種類

金銭といたします。
（2）株主に対する配当財産の割当に関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき37円 総額 407,903,540円
（3）剰余金の配当が効力を生じる日

2026年５月29日
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第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）９名選任の件
取締役（監査等委員である取締役を除く。）全員（９名）は、本総会終結の時をもって任期

満了となりますので、取締役（監査等委員である取締役を除く。）９名の選任をお願いいたし
たいと存じます。
なお、本議案については、監査等委員会から全ての取締役候補者について異論がない旨の意

見を得ております。
取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
(生年月日) 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所 有 す る

当社の株式数

１

わ だ たけ なお

和 田 剛 直
（1971年９月３日生）

1996年12月 当社入社
2005年５月 当社取締役
2008年５月 当社常務取締役
2012年５月 当社専務取締役
2012年11月 株式会社四三二代表取締役社長

(現在に至る)
2020年５月 当社取締役副社長
2022年５月 当社代表取締役会長

(現在に至る)
（重要な兼職の状況)
株式会社四三二代表取締役社長

1,054,000株

[取締役候補者とした理由]
同氏は会長の任務を通じて、当社の事業活動に関し、豊富な経験と高度な知識を有しております。
また、2005年5月より21年間当社取締役として企業経営及び対外活動に従事し、職務を適切に遂行
していることから、当社取締役として適任であると判断し、引き続き取締役候補者とするものであり
ます。

2026年04月23日 14時21分 $FOLDER; 48ページ （Tess 1.50(64) 20260319_01）



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告
書

株
主
総
会
参
考
書
類― 48 ―

候補者
番 号

氏 名
(生年月日) 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所 有 す る

当社の株式数

２

みぞ もと とし や

溝 本 俊 哉
（1961年１月16日生）

1983年４月 株式会社大阪銀行
(現株式会社関西みらい銀行)入行

2005年11月 当社入社
2010年５月 当社執行役員企画部長
2016年４月 当社執行役員総合企画部長
2016年５月 当社取締役総合企画部長
2021年５月 当社常務取締役総合企画部長
2022年４月 当社常務取締役
2022年５月 当社代表取締役社長

(現在に至る)
(現在の担当)
CS事業部統括責任者

5,000株

[取締役候補者とした理由]
同氏は社長の任務を通じて、当社の事業活動に関し、豊富な経験と高度な知識を有しております。
また、2016年5月より10年間当社取締役として企業経営に従事し、職務を適切に遂行していること
から、当社取締役として適任であると判断し、引き続き取締役候補者とするものであります。

３

はま もと さとし

濱 本 聡
（1965年３月４日生）

1995年11月 当社入社
2014年５月 当社執行役員分譲事業第二部長
2016年４月 当社執行役員
2016年５月 当社取締役
2019年５月 当社常務取締役
2022年５月 当社専務取締役

(現在に至る)
(現在の担当)
分譲マンション事業第一部 第二部 戸建事業部
販売戦略部 建築部 ソリューション事業室統括責任者

55,000株

[取締役候補者とした理由]
同氏は分譲事業部門等の責任者としての任務を通じて、当社の事業活動に関し、豊富な経験と高度な
知識を有しております。また、2016年5月より10年間当社取締役として企業経営に従事し、職務を
適切に遂行していることから、当社取締役として適任であると判断し、引き続き取締役候補者とする
ものであります。
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候補者
番 号

氏 名
(生年月日) 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所 有 す る

当社の株式数

４

おお つき やす なり

大 槻 康 成
（1965年３月５日生）

2005年８月 当社入社
2018年５月 当社執行役員不動産事業部長
2022年４月 当社執行役員賃貸事業部長
2022年５月 当社取締役賃貸事業部長
2024年 3 月 当社取締役

（現在に至る)
(現在の担当)
不動産事業部統括責任者

6,700株

[取締役候補者とした理由]
同氏は不動産事業部門や賃貸事業部門等の責任者としての任務を通じて、当社の事業活動に関し、豊
富な経験と高度な知識を有しております。また、2022年5月より４年間当社取締役として事業に従
事し、職務を適切に遂行していることから、当社取締役として適任であると判断し、引き続き取締役
候補者とするものであります。

５

はや の かつ ひさ

早 野 勝 久
（1962年11月5日生）

2003年 1 月 当社入社
2022年 5 月 当社執行役員分譲マンション事業第一部長
2025年４月 当社執行役員
2025年５月 当社取締役

（現在に至る)

23,343株

[取締役候補者とした理由]
同氏は分譲事業部門等の責任者としての任務を通じて、当社の事業活動に関し、豊富な経験と高度な
知識を有しております。また、2025年5月より１年間当社取締役として事業に従事し、職務を適切
に遂行していることから、当社取締役として適任であると判断し、引き続き取締役候補者とするもの
であります。
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候補者
番 号

氏 名
(生年月日) 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所 有 す る

当社の株式数

6

ます だ とく お

増 田 得 生
（1970年５月17日生）

※

1994年４月 株式会社住友銀行
(現株式会社三井住友銀行)入行

2026年２月 当社入社
当社顧問
（現在に至る)

0株

[取締役候補者とした理由]
同氏は金融機関での長年に亘る職務遂行を通じ、豊富な経験と高い見識を有しております。また、当
社が中長期的な企業価値向上を目指すにあたり、業務執行を行う適切な人材であると判断し、新たに
取締役候補者とするものであります。

７

さい とう とみ お

齋 藤 富 雄
（1945年１月20日生）

1963年４月 兵庫県採用
1995年４月 同西播磨県民局長
2001年４月 同出納長
2001年９月 同副知事
2009年10月 公益財団法人兵庫県国際交流協会理事長
2014年４月 関西国際大学セーフティマネジメント

教育研究所長
2015年４月 関西国際大学副学長
2015年５月 当社取締役

（現在に至る）
2019年３月 神戸山手大学学長
2024年３月 関西国際大学名誉教授

(現在に至る)
（重要な兼職の状況)
関西国際大学名誉教授

3,000株

[社外取締役候補者とした理由及び期待される役割等]
同氏は直接会社経営に関与された経験はありませんが、行政における長年の経験や兵庫県副知事と

して培ってきた豊富な知見に基づき、これまで当社の社外取締役として、公正かつ客観的な立場から
適切な意見をいただいており、今後も取締役会の意思決定に際して、透明性の向上及び監督機能の強
化に繋がるものと期待し、引き続き社外取締役候補者とするものであります。なお、同氏の当社の社
外取締役としての就任期間は、本総会終結の時をもって11年となります。
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候補者
番 号

氏 名
(生年月日) 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所 有 す る

当社の株式数

８

たに ぐち とき ひろ

谷 口 時 寛
（1955年１月５日生）

1977年４月 神戸市採用
2008年４月 同環境局長
2010年４月 同産業振興局長
2014年４月 同監査委員
2020年３月 社会福祉法人イエス団監事

（現在に至る）
2021年５月 当社取締役

（現在に至る）
2022年10月 社会福祉法人神港園評議員

（現在に至る）
2023年６月 生活協同組合コープこうべ理事

(現在に至る)
（重要な兼職の状況)
社会福祉法人イエス団監事、社会福祉法人神港園評議員
生活協同組合コープこうべ理事

0株

[社外取締役候補者とした理由及び期待される役割等]
同氏は直接会社経営に関与された経験はありませんが、神戸市政における豊富な経験や環境局長及

び産業振興局長として培ってきた幅広い知見により、社外取締役としての適切な遂行が可能であると
判断し、また、取締役会において専門的見地による適切な助言をいただくことで、透明性の向上及び
監督機能の強化に繋がるものと期待し、引き続き社外取締役候補者とするものであります。なお、同
氏の当社の社外取締役としての就任期間は、本総会終結の時をもって５年となります。
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候補者
番 号

氏 名
(生年月日) 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所 有 す る

当社の株式数

9

おお たか ひろ し

大 髙 裕 司
（1961年12月23日生）

1984年４月 株式会社太陽神戸銀行(現三井住友銀行)入行
2017年４月 株式会社オートシステム顧問
2017年 5 月 同社代表取締役社長
2019年 6 月 京阪神興業株式会社代表取締役社長
2022年10月 公益社団法人甲南会非常勤理事
2024年５月 当社取締役

(現在に至る)

0株

[社外取締役候補者とした理由及び期待される役割等]
同氏は金融機関におけるマネジメント経験や不動産会社における経営経験を活かし、業務執行を行

う経営陣から独立した客観的視点での経営の監督とチェック機能を担うことにより、当社の中長期的
な企業価値向上に資することを期待し、引き続き社外取締役候補者とするものであります。なお、同
氏の当社の社外取締役としての就任期間は、本総会終結の時をもって２年となります。

（注）1. ※は、新任の取締役候補者であります。
2. 各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
3. 齋藤富雄氏、谷口時寛氏及び大髙裕司氏は社外取締役候補者であります。
4. 当社は、齋藤富雄氏、谷口時寛氏及び大髙裕司氏との間で、会社法第423条第１項の損害賠償責任に

ついて、法令が規定する額を限度とする責任限定契約を締結しており、本総会において各氏の再任
が承認された場合は、当該契約を継続する予定であります。

5. 当社は、取締役全員を被保険者とする役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しており、
被保険者が負担することになる法律上の損害賠償金、訴訟費用等を当該保険契約により補填するこ
ととしております。その保険料は全額当社が負担しております。各候補者は、当該保険契約の被保
険者に含められることになります。また、次回更新時には同内容での更新を予定しております。

6. 当社は、齋藤富雄氏、谷口時寛氏及び大髙裕司氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として
届け出ております。各氏の再任が承認された場合は、当社は引き続き各氏を独立役員とする予定で
あります。

7. 取締役候補者の所有する当社株式数は、2026年２月28日現在の状況を記載しております。

以 上

2026年04月23日 14時21分 $FOLDER; 53ページ （Tess 1.50(64) 20260319_01）



株主総会「会場」ご案内図
会 場：神戸市中央区栄町通四丁目２番13号 当社本店 WADAホール
電 話：078(361)1100(代表)

■最寄り駅からの徒歩ルート
○JR｢元町｣駅・阪神｢元町｣駅西口よりウインズ西の道を南へ。栄町通を右
折ください。(徒歩約９分)
○阪急｢花隈｣駅東口より南下ください。(徒歩約３分)
○地下鉄｢みなと元町｣駅西口を出てすぐ。
※下記の地図は道案内用につき、一部の道を省略しております。予めご了承下さい。
※当日は駐車場の用意はしておりませんので、お車でのご来場はご遠慮下さい。

阪急｢花隈｣駅東口

地下鉄｢みなと元町｣駅西口

ＪＲ｢元町｣駅西口

阪神｢元町｣駅西口

Ｎ
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